
＜担い手農地対策課＞
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多 様 な 担 い 手 及 び 農 業 人 材 の 確 保 ・ 育 成 を 一 元 的 に 行 う と と も に 、 担 い
手 へ の 農 地 集 積 ・ 集 約 化 の 推 進 等 に よ り 、 本 県 農 業 を 牽 引 す る 力 強 い 担
い 手 の 育 成 を 進 め ま す 。

－ 担 い 手 農 地 対 策 課 －

１ 重 点 目 標

① 次 代 を 担 う 多 様 な 担 い 手 づ く り と 農 業 人 材 の 確 保 ・ 育 成
② 攻 め の 農 業 を 進 め る 意 欲 あ る 経 営 体 の 育 成
③ 優 良 農 地 の 確 保
④ 担 い 手 へ の 農 地 の 集 積 ・ 集 約 化 の 推 進

２ 令 和 ６ 年 度 事 業 の 概 要

① 次 代 を 担 う 多 様 な 担 い 手 づ く り と 農 業 人 材 の 確 保 ・ 育 成

○ 宮 崎 県 農 業 青 年 海 外 研 修 事 業 （ 2 0 4 ㌻ ） ２ ， ８ ２ ５ 千 円 【 担 い 手 確 保 担 当 】
本 県 の 農 業 青 年 に 対 し て 海 外 研 修 へ の 参 加 支 援 を 行 い 、 幅 広 い 視 野 と 国 際 感 覚 を 持 っ た

農 業 者 を 育 成 す る と と も に 、 海 外 農 業 青 年 を 受 け 入 れ 、 農 業 先 進 技 術 の 研 修 の 実 施 や 本 県
農 業 者 と の 交 流 を 通 じ て 相 互 理 解 を 深 め る 。

○ 地 域 と 産 み 出 す 次 世 代 型 農 業 参 入 連 携 構 築 事 業 （ 2 0 5 ㌻ ）
４ ， ７ ８ ８ 千 円 【 参 入 支 援 ・ 人 材 対 策 担 当 】

少 子 ・ 高 齢 化 の 急 速 な 進 展 に 伴 い 、 担 い 手 不 足 が 懸 念 さ れ る 中 、 地 域 と の 調 和 を 図 り な
が ら 他 産 業 か ら の 参 入 誘 致 を 進 め 、 異 業 種 が 持 つ 技 術 や 資 本 ・ ノ ウ ハ ウ 等 を 積 極 的 に 取 り
込 み な が ら 、 新 た な 農 業 の 担 い 手 と し て 育 成 ・ 確 保 す る 仕 組 み を 構 築 す る 。

○ み や ざ き 新 規 就 農 者 育 成 総 合 対 策 事 業 （ 2 0 6 ㌻ ）
８ ９ ５ ， ０ ０ ０ 千 円 【 担 い 手 確 保 担 当 】

本 県 農 業 の 次 世 代 を 担 う 農 業 経 営 者 を 育 成 す る た め 、 就 農 準 備 段 階 や 経 営 開 始 時 の 経 営
確 立 を 支 援 す る 資 金 を 交 付 す る と と も に 、 就 農 者 の 確 保 に 向 け た サ ポ ー ト 体 制 の 充 実 を 図
る 。

○ 「 み や ざ き で 就 農 ！ 」 サ ポ ー ト 事 業 （ 2 0 8 ㌻ ） ４ ２ ， ６ ７ ３ 千 円 【 担 い 手 確 保 担 当 】
資 材 や 燃 油 ・ 肥 料 等 が 高 騰 す る な ど 、 農 業 を 取 り 巻 く 環 境 が 厳 し く な る 中 、 新 規 就 農 者

を 確 保 す る た め 、 就 農 し や す い 環 境 の 構 築 を 図 る 。
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○ み や ざ き 農 業 の 未 来 を 切 り 拓 く 人 材 育 成 カ リ キ ュ ラ ム 強 化 事 業 （ 2 1 0 ㌻ ）
１ ６ ， ９ ６ ２ 千 円 【 担 い 手 確 保 担 当 】

農 業 を 取 り 巻 く 環 境 の 変 化 に 柔 軟 に 対 応 で き 、 知 識 と 経 験 に 富 ん だ 即 戦 力 と な る 人 材 を
育 成 す る た め 、 県 立 農 業 大 学 校 の 教 育 カ リ キ ュ ラ ム の 充 実 ・ 強 化 を 図 る 。

○改 持 続 可 能 な 農 業 実 現 人 材 確 保 事 業 （ 2 1 2 ㌻ ）
３ ７ ， ４ ５ ９ 千 円 【 参 入 支 援 ・ 人 材 対 策 担 当 】

慢 性 的 な 労 働 力 不 足 が 生 じ て い る 農 業 分 野 に お い て 、 雇 用 マ ッ チ ン グ の デ ジ タ ル 化 や お
試 し 就 農 、 受 入 れ 環 境 の 整 備 等 を 進 め 、 多 様 な 人 材 が 働 き や す い 環 境 づ く り に よ り 、 持 続
可 能 な 農 業 経 営 の 実 現 を 図 る 。

○改 農 業 外 国 人 材 確 保 ・ 定 着 体 制 構 築 強 化 事 業 （ 2 1 4 ㌻ ）
３ １ ， １ ８ ８ 千 円 【 参 入 支 援 ・ 人 材 対 策 担 当 】

国 内 外 で 人 材 獲 得 競 争 が 激 化 す る 中 、 外 国 人 材 の 円 滑 な 確 保 や 受 入 れ に 向 け 、 海 外 教 育
現 場 へ の 講 師 派 遣 や 公 営 住 宅 の 活 用 推 進 等 各 取 組 の 強 化 に よ り 、 農 業 分 野 で 先 行 し て 外 国
人 材 の 確 保 ・ 定 着 体 制 を 構 築 す る 。

○ み や ざ き ア グ リ プ レ ー ヤ ー 確 保 ・ 育 成 事 業 （ 2 1 6 ㌻ ）
９ ， １ ０ ２ 千 円 【 担 い 手 確 保 担 当 】

農 業 の 担 い 手 の 減 少 が 一 層 進 む こ と が 見 込 ま れ る 中 、 新 た な 担 い 手 と な る 新 規 就 農 者 等
の 確 保 ・ 育 成 を 図 る と と も に 、 青 年 ・ 女 性 農 業 者 の 研 修 会 の 開 催 や ネ ッ ト ワ ー ク づ く り な
ど の 自 発 的 活 動 を 支 援 す る 。

② 攻 め の 農 業 を 進 め る 意 欲 あ る 経 営 体 の 育 成

○ 農 業 経 営 体 育 成 支 援 事 業 （ 2 1 7 ㌻ ） １ １ ７ ， ０ ７ ８ 千 円 【 農 地 集 積 担 当 】
地 域 計 画 に 位 置 付 け ら れ た 者 等 が 、 各 地 域 で 目 指 す べ き 集 約 化 さ れ た 将 来 の 農 地 利

用 の 姿 の 実 現 に 向 け て 、 経 営 改 善 に 取 り 組 む 場 合 、 必 要 と な る 農 業 用 機 械 ・ 施 設 等 の 導 入
を 支 援 す る 。

○ み や ざ き 農 業 経 営 者 総 合 サ ポ ー ト 事 業 （ 2 1 8 ㌻ ）
５ １ ， ８ ２ ７ 千 円 【 参 入 支 援 ・ 人 材 対 策 担 当 】

農 業 法 人 等 の 担 い 手 育 成 に 向 け 、 各 機 関 ・ 団 体 へ の コ ー デ ィ ネ ー タ ー 配 置 や 専
門 家 派 遣 等 に よ る 経 営 改 善 に 向 け た 相 談 体 制 を 整 備 し 、 法 人 化 を は じ め 、 経 営 診
断 、 雇 用 確 保 、 労 務 管 理 等 の 様 々 な 農 業 経 営 の 課 題 解 決 を 図 る 。

○ 集 落 営 農 活 性 化 プ ロ ジ ェ ク ト 促 進 事 業 （ 2 1 9 ㌻ ） ８ ， １ １ ５ 千 円 【 農 地 集 積 担 当 】
集 落 営 農 組 織 が 、 構 成 員 の 高 齢 化 や 減 少 等 の 経 営 課 題 を 乗 り 越 え 、 経 営 体 と し て 持 続 的

に 発 展 で き る よ う 、 集 落 営 農 の 活 性 化 に 向 け た ビ ジ ョ ン 作 り 及 び ビ ジ ョ ン に 基 づ く 具 体 的
な 取 組 の 実 行 を 支 援 す る と と も に 、 関 係 機 関 ・ 団 体 に よ る サ ポ ー ト 体 制 を 構 築 す る 。
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③ 優 良 農 地 の 確 保 ２ ６ ， ６ ２ ７ 千 円 【 農 地 調 整 担 当 】
農 振 法 ・ 農 地 法 の 適 切 な 運 用 を 通 じ 、食 糧 供 給 の 基 盤 と な る 優 良 農 地 を 確 保 す る と と も に 、

農 用 地 区 域 に 設 定 し た 農 地 等 の 農 業 上 の 利 用 を 促 進 す る 。 ま た 、 盛 土 規 制 法 に 基 づ き 、 危 険
性 の 高 い 盛 土 等 の 応 急 対 策 を 実 施 す る 。

④ 担 い 手 へ の 農 地 の 集 積 ・ 集 約 化 の 推 進

○ 農 地 中 間 管 理 機 構 等 支 援 事 業 （ 2 2 2 ㌻ ） ５ ３ ４ ， ０ ７ ７ 千 円 【 農 地 集 積 担 当 】
本 県 農 業 の 構 造 改 革 と 生 産 コ ス ト の 削 減 を 推 進 す る た め 、 農 地 中 間 管 理 機 構 に よ る 担 い

手 へ の 農 地 の 集 積 ・ 集 約 化 を 加 速 す る と と も に 、 農 地 利 用 の 最 適 化 に 向 け た 農 業 委 員 ・ 農
地 利 用 最 適 化 推 進 委 員 の 積 極 的 な 活 動 を 支 援 す る 。

○ 人 ・ 農 地 将 来 ビ ジ ョ ン 確 立 ・ 実 現 支 援 事 業 （ 2 2 0 ㌻ ） ５ １ ， ２ ２ ８ 千 円 【 農 地 集 積 担 当 】
農 地 利 用 の 将 来 像 を 描 く 「 地 域 計 画 」 の 策 定 と 荒 廃 農 地 の 低 コ ス ト 利 用 モ デ ル 構 築 を 推

進 し 、 担 い 手 へ の 農 地 の 集 積 ・ 集 約 化 及 び 荒 廃 農 地 の 発 生 防 止 ・ 解 消 を 図 る 。

担 い 手 農 地 対 策 課
直 通 電 話 番 号 ０ ９ ８ ５ － ２ ６ － ７ １ ２ ４
Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０ ９ ８ ５ － ２ ６ － ７ ４ ０ ４
Ｅ － m a i l n i n a i t e n o c h i @ p r e f . m i y a z a k i . l g . j p

202



203



令
和
６
年
度
新
規
・
重
点
事
業
説
明
資
料

（
農
政
水
産
部
）

新
規
・
改
善
・
既
定

事
業
名

宮
崎
県
農
業
青
年
海
外
研
修
事
業

課
名

担
い
手
農
地

国
庫
・
県
単

対
策
課

１
事
業
の
目
的
・
背
景

本
県
の
農
業
青
年
に
対
し
て
海
外
研
修
へ
の
参
加
支
援
を
行
い
、
幅
広
い
視
野
と
国
際
感
覚
を

持
っ
た
農
業
者
を
育
成
す
る
と
と
も
に
、
海
外
農
業
青
年
を
受
け
入
れ
、
農
業
先
進
技
術
の
研
修

の
実
施
や
本
県
農
業
者
と
の
交
流
を
通
じ
て
相
互
理
解
を
深
め
る
。

２
事
業
の
概
要

（
１
）
予
算
額

２
，
８
２
５
千
円

（
２
）
財

源
国
庫
：
１
，
５
０
０
千
円

一
般
財
源
：
１
，
３
２
５
千
円

（
３
）
事
業
期
間

令
和
４
年
度
～
令
和
６
年
度

（
４
）
事
業
主
体

研
修
生
、
ブ
ラ
ジ
ル
宮
崎
県
人
会
、
県

（
５
）
事
業
内
容

①
海
外
派
遣
研
修
（
国
１
／
２
以
内
）

１
，
２
１
２
千
円

本
県
農
業
青
年
の
国
際
農
業
者
交
流
協
会
主
催
の
海
外
研
修
に
伴
う
参
加
費
用
等
の
支
援

②
ブ
ラ
ジ
ル
国
派
遣
研
修

５
９
６
千
円

ア
本
県
農
業
青
年
の
派
遣
研
修
に
伴
う
渡
航
費
用
等
の
支
援
（
国
１
／
２
以
内
）

イ
ブ
ラ
ジ
ル
宮
崎
県
人
会
に
よ
る
現
地
研
修
の
実
施

③
農
業
青
年
国
際
交
流
受
入
研
修

１
，
０
１
７
千
円

ア
ブ
ラ
ジ
ル
国
か
ら
の
研
修
生
受
入
れ
に
伴
う
渡
航
費
用
等
の
支
援
（
国
１
／
２
以
内
）

イ
南
十
字
星
の
会
に
よ
る
県
内
研
修
の
実
施

３
事
業
効
果

国
際
的
視
野
を
持
ち
、
こ
れ
か
ら
の
本
県
農
業
を
け
ん
引
す
る
農
業
青
年
の
育
成
を
は
じ
め
、

現
在
ま
で
築
い
て
き
た
本
県
と
ブ
ラ
ジ
ル
宮
崎
県
人
会
と
の
友
好
関
係
を
よ
り
深
め
る
こ
と
が
で

き
る
。
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令
和
６
年
度
新
規
・
重
点
事
業
説
明
資
料

（
農
政
水
産
部
）

新
規
・
改
善
・
既
定

事
業
名

地
域
と
産
み
出
す
次
世
代
型
農
業
参
入
連

課
名

担
い
手
農
地

携
構
築
事
業

国
庫
・
県
単

対
策
課

１
事
業
の
目
的

少
子
・
高
齢
化
の
急
速
な
進
展
に
伴
い
、
担
い
手
不
足
が
懸
念
さ
れ
る
中
、
地
域
と
の
調
和
を

図
り
な
が
ら
他
産
業
か
ら
の
参
入
誘
致
を
進
め
、
異
業
種
が
持
つ
技
術
や
ノ
ウ
ハ
ウ
等
を
積
極
的

に
取
り
込
み
な
が
ら
、
新
た
な
農
業
の
担
い
手
と
し
て
確
保
・
育
成
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
。

２
事
業
の
概
要

（
１
）
予
算
額

４
，
７
８
８
千
円

（
２
）
財

源
国
庫
：
２
，
０
５
６
千
円

一
般
財
源
：
２
，
７
３
２
千
円

（
３
）
事
業
期
間

令
和
４
年
度
～
令
和
６
年
度

（
４
）
事
業
主
体

県

（
５
）
事
業
内
容

①
参
入
誘
致
活
動
強
化
事
業

４
，
１
０
９
千
円

ア
デ
ジ
タ
ル
技
術
等
を
活
用
し
た
多
様
な
情
報
発
信
に
よ
る
誘
致
活
動
の
強
化

イ
各
自
治
体
と
連
携
し
た
参
入
展
示
会
へ
の
共
同
出
展
や
企
業
訪
問
等
の
実
施

ウ
参
入
誘
致
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
の
作
成
・
配
布

②
地
域
調
和
体
制
構
築
事
業

６
７
９
千
円

ア
各
地
域
で
の
参
入
受
入
体
制
の
構
築

イ
参
入
前
後
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
活
動
の
実
施

ウ
参
入
マ
ニ
ュ
ア
ル
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
の
作
成

３
事
業
効
果

《
他
産
業
か
ら
の
農
業
参
入
法
人
数

令
和
３
年
度
１
５
４
法
人
→
令
和
７
年
度
１
６
３
法
人
》

他
産
業
か
ら
の
参
入
法
人
を
新
た
な
農
業
の
担
い
手
と
し
て
確
保
・
育
成
す
る
こ
と
で
、
地
域

に
雇
用
の
場
が
産
み
出
さ
れ
、
本
県
農
業
の
維
持
・
発
展
や
地
域
経
済
の
活
性
化
が
図
ら
れ
る
。
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令
和
６
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度
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規
・
重
点
事
業
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明
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政
水

産
部

）

新
規

・
改

善
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既

定

事
業
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や
ざ

き
新
規

就
農

者
育
成

総
合

対
策

課
名

担
い

手
農
地

事
業

国
庫

・
県
単

対
策

課

１
事
業

の
目
的

・
背
景

本
県
農

業
の

次
世
代

を
担

う
農
業

経
営

者
を
育

成
す
る

た
め

、
就
農

準
備

段
階

や
経
営

開
始
時

の
経
営
確

立
を

支
援

す
る

資
金

を
交

付
す

る
と
と

も
に

、
就
農

者
の
確

保
に

向
け
た

サ
ポ

ー
ト

体

制
の
充
実

を
図

る
。

２
事
業

の
概
要

（
１

）
予

算
額

８
９
５

，
０
０

０
千

円

（
２

）
財

源
国

庫
：

７
９
５

，
０

０
０

千
円

一
般

財
源

：
１
０

０
，
０

０
０

千
円

（
３

）
事
業

期
間

令
和

４
年
度

～
令
和

６
年
度

（
４

）
事
業

主
体

農
業
振

興
公
社

、
市

町
村

、
Ｊ
Ａ

等

（
５

）
事
業

内
容

○
新

規
就

農
者
育

成
事

業
８
９
５

，
０

０
０

千
円

ア
就
農

準
備
資

金
（

国
定
額

）

就
農

に
向
け

た
研

修
を
受

け
る

期
間
中

に
１
５

０
万

円
／
年

・
人

を
交
付

イ
経
営

開
始
資

金
（

国
定
額

）

独
立

・
自
営

就
農

者
に
対

し
て

１
５
０

万
円

／
年
・

人
を
交

付

ウ
経
営

発
展
支

援
資

金
（
国

１
／

２
以
内

、
県
１

／
４

以
内

）

新
た

な
農
業

経
営

開
始
又

は
経

営
継
承

後
に
お

け
る

経
営
発

展
に

向
け
た

機
械

・
施
設

等
の
導

入
に
対

し
、

最
大

７
５
０

万
円

を
交
付

エ
サ
ポ

ー
ト

体
制
構

築
支
援

（
国

１
／
２

以
内

）

市
町

村
や
Ｊ

Ａ
等

に
よ
る

研
修

農
場

の
整
備

や
就
農

相
談
員

設
置

等
を
支

援

オ
推
進

事
業

（
国
定

額
）

資
金

の
交
付

等
に

係
る
推

進
事

務

３
事
業
効

果

《
新
規

就
農

者
の
確

保
令
和

２
年

4
08人

→
令
和

７
年

500人
》

新
規

就
農

者
の
着

実
な

確
保

と
定
着

が
図
ら

れ
る

。
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み
や
ざ
き
新
規
就
農
者
育
成
総
合
対
策
事
業

課
題

・
本
県
農
業
の
次
世
代
を
担
う
農
業
経
営
者
の
確
保
・
育
成

・
確
か
な
生
産
技
術
と
経
営
ス
キ
ル
、
地
域
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
の
実
践
力
の
あ
る
農
業
経
営
者
等
の
育
成

対
応

効
果

イ
経
営
開
始
資
金

・
就
農
希
望
者
や
新
規
就
農
者
が
安
心
し
て
研
修
や
農
業
経
営
を
開
始
で
き
る
よ
う
資
金
面
の
支
援
及
び
サ

ポ
ー
ト
体
制
の
充
実
！

新
規
就
農
者
育
成
事
業

・
新
規
就
農
者
の
着
実
な
確
保
、
定
着
と
地
域
農
業
の
リ
ー
ダ
ー
と
な
る
人
材
の
育
成

次
世
代
を
担
う
農
業
者
と
な
る
こ
と
を
目
指
し
、
独
立
・
自
営
就
農
す
る
認
定
新
規
就
農
者
に
対
し
、
資
金
を
交
付

ウ
経
営
発
展
支
援
資
金

経
営
開
始
又
は
経
営
継
承
後
の
経
営
発
展
を
目
指
す
認
定
新
規
就
農
者
に
対
し
、
機
械
・
施
設
等
の
導
入
を
支
援

・
交
付
対
象
者

新
た
に
農
業
経
営
を
開
始
す
る
4
9
歳
以
下
の
者

・
補
助
率

国
１
/
２
以
内
、
県
１
/
４
以
内

・
交
付
額

最
大
7
5
0
万
円
（
経
営
開
始
資
金
と
併
用
し
た

場
合
、
最
大
3
7
5
万
円
）

・
交
付
主
体

市
町
村

就
農
に
向
け
て
必
要
な
技
術
等
を
習
得
す
る
た
め
の
研
修
を
受
け
る
者
に
対
し
、
資
金
を
交
付

・
交
付
対
象
者

就
農
予
定
時
に
4
9
歳
以
下
の
者

・
交
付
額

１
年
あ
た
り
1
5
0
万
円
（
最
長
２
年
間
）

・
交
付
主
体

宮
崎
県
農
業
振
興
公
社

・
交
付
対
象
者

独
立
・
自
営
就
農
時
に
4
9
歳
以
下
の
者

・
交
付
額

１
年
あ
た
り
1
5
0
万
円
（
最
長
３
年
間
）

・
交
付
主
体

市
町
村

ア
就
農
準
備
資
金

エ
サ
ポ
ー
ト
体
制
構
築
支
援

研
修
農
場
の
整
備
や
就
農
相
談
員
の
設
置
等
、
農
業
へ
の
人
材
の
呼
び
込
み
と
定
着
を
図
る
た
め
の
取
組
を
支
援

・
事
業
実
施
主
体

市
町
村
・
Ｊ
Ａ
等

・
補
助
率

１
/
２
以
内

・
交
付
主
体

県
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資材や燃油・肥料等が高騰するなど、農業を取り巻く環境が厳しくなる中、新規就農者を確保するため、
就農しやすい環境の構築を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 次世代を担う多様な担い手確保事業（補助率定額、１／２以内）
・新規就農者確保の取組（就農に関する情報発信や相談会の開催、相談体制の整備等）
・就農に向けた技術修得支援

② 農業経営資源承継サポート事業
・民間企業や市町村等と連携した農業経営資源の円滑な承継支援
・中古ハウス等農業経営資源の改修等に対する経費支援（補助率１／３以内）

⑵ 事業の仕組み
①県 民間企業、県 農業振興公社・ＪＡ等

②県 農業振興公社・民間企業、県 ＪＡ等

⑶ 成果指標
新規就農者数 現状（令和３年）405人／年 → 令和７年 500人／年

事業の概要

令和５年度～令和７年度事業の期間

委託 補助

担い手農地対策課 ４２，６７３千円
【財源：国庫、一般財源】

委託 補助

就農相談会

「みやざきで就農！」サポート事業
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①次世代を担う多様な担い手確保事業

○リモート就農相談
○ＨＰ等で就農や承継等の情報発信

ハウス等

○果樹・花き・畜産の技術習得支援
新規就農者の少ない果樹・花き・畜産の研修
体制整備

新規就農者確保の取組 就農に向けた技術修得支援

②農業経営資源承継サポート事業

民間企業等と連携した承継支援

○民間企業と連携し、事業承継を支援
○出し手の元で技術を学んだ後、施設等を承継し、

就農

就農希望者出し手

技術や施設等を承継して自営就農承継マッチング

新規就農者

中古ハウス等農業経営資源の活用支援

ＪＡ等が改修

○ＪＡ等が、中古ハウス等を取得し、改修後、
新規就農者にリースすることで就農時のコス
トを削減

出し手 新規就農者

買取 リース
自営就農

指導者 新規就農者

「みやざきで就農！」サポート事業【別紙】
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農業大学校の教育カリキュラムを充実・強化するとともに、先進的経営者等との交流や農業高校と連携した学習を
実施することで、農業を取り巻く環境の変化に柔軟に対応し、知識と経験に富んだ即戦力となる人材の育成を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 農業大学校教育カリキュラム強化事業

・スマート農業やGAP等先進技術に関する教育の実施
・SDGｓを踏まえた持続可能な農業に関する教育の実施
・みやざきローカルフードプロジェクトと連携した学習の実施

② 農業の魅力向上カリキュラム強化事業
・先進的経営者の講義や農場視察の実施
・若手農業者との交流会の開催
・中高生を対象としたオープンキャンパスの開催

⑵ 事業の仕組み
①②県

⑶ 成果指標
農業大学校卒業生の就農及び農業・食品関連産業への就業率
現状（令和３年度）89.7％ → 令和７年度 100％

事業の概要

令和５年度～令和７年度事業の期間

担い手農地対策課 １６，９６２千円
【財源：国庫、一般財源】

みやざき農業の未来を切り拓く人材育成カリキュラム強化事業
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①農業大学校教育カリキュラム強化事業

職員及び外部講師による講義、演習等を実施

教育内容の充実・強化（時代に合った教育内容）

環境の変化に対応できる人材の育成

多様な分野で活躍できる人材の育成

GAP スマート農業

〇SDGsを踏まえた環境に優しい農業の推進
〇みやざきLFPへの参画

新たな取組

本県農業の即戦力となる人材の育成

②農業の魅力向上カリキュラム強化事業

〇先進的経営者による講義や農場視察
〇若手農業者との交流

農業大学校
先進的経営者
若手農業者連携

地域や若者へのPR、農大生の就農・就業意欲向上

若い世代の就農意欲喚起

オープンキャンパスの開催

地元中学生・保護者向け
（農業高校と連携）

・有名経営者による講義
・世代の近い農業者との交流

学生への刺激となるよう
内容を充実・強化

ターゲットを絞った
効果的なPR

全高校生向け（年２回）

農業・非農業高校生、
中学生向け（学校別）

新たな取組

内容の充実

これまでの取組 これまでの取組

これまでの取組

みやざき農業の未来を切り拓く人材育成カリキュラム強化事業【別紙】
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⑴ 事業内容
① 農業人材マッチングデジタル化支援事業（補助率１／２以内）

雇用マッチングのデジタル化による多様な人材確保など各地域の取組を支援

② 雇用就農者確保・定着支援事業
雇用就農前に、農業法人等のもとへ一定期間派遣する「お試し就農」の実施

③ 就農環境整備・改善事業（補助率１／３）
多様な人材が働きやすい環境づくりに必要な施設等の整備・改善を支援

④ 農福連携推進事業
農福連携を支援する技術支援者育成研修や各地域でのマッチング会等の開催

⑵ 事業の仕組み
①県 市町村、地域協議会等 ②県 民間企業 ③県 市町村 ④県、県 民間企業

⑶ 成果指標
農業法人における雇用人材の確保 現状（令和５年）10,987人 → 令和７年 13,500人

慢性的な労働力不足が生じている農業分野において、雇用マッチングのデジタル化やお試し就農、受入れ
環境の整備等を進め、多様な人材が働きやすい環境づくりにより、持続可能な農業経営の実現を図る。

事業の目的

事業の概要

令和６年度～令和７年度事業の期間

担い手農地対策課 ３７，４５９千円
【財源：国庫、宮崎再生基金、一般財源】

補助 委託 補助 委託

持続可能な農業実現人材確保事業改
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新たなマッチング

◎多様な人材が働きやすい環境づくり

求人 求職

多様な農業人材の参画へ向け、確保手段、受入れ環境、人材育成など総合的な対策を実施する。

◎支援人材の育成

◎地域セミナー等の開催

研修会の実施

◎地域内外の短期雇用者の掘り起こし
アプリ等の
比較検証

事業内容

③就農環境整備・改善事業

休憩室や更衣室、トイレ等の整備 等

農福連携技術支援者
育成研修の実施

マッチング お試し就農 継続雇用

◎地域内外の長期雇用者の掘り起こし

①農業人材マッチングデジタル化支援事業

②雇用就農者確保・定着支援事業

多様な人
材の受入
れに向けた
環境整備

④農福連携推進事業

持続可能な農業実現人材確保事業【別紙】 改
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国内外で人材獲得競争が激化する中、外国人材の円滑な確保や受入れに向け、海外教育現場への講師派遣
や公営住宅の活用推進等各取組の強化により、農業分野で先行して外国人材の確保・定着体制を構築する。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 受入れ体制構築事業（補助率１／２以内）

監理団体の県内誘致活動及び外国人コンシェルジュ運営業務に対する支援
② 新たな受入れ方式確立事業（補助率１／２以内）

インターンシップ等の新たな受入れ方式の検証活動等に対する支援
③ 定着支援事業（補助率定額）

農業者向け研修会の実施、農作業請負方式技能実習の推進強化
④ 海外教育機関等連携強化事業（拡充）

海外宮崎クラスへの講師派遣・授業拡充、本県の魅力ＰＲ活動の強化等
⑤ 住居確保対策加速化事業（補助率１／３以内）（追加）

公営住宅活用マニュアルの作成、市町村営住宅の活用モデル実証支援

⑵ 事業の仕組み
①県、県 監理団体等 ②県 協議会 ③県、県 協議会 ④県 ⑤県、県 市町村

⑶ 成果指標
農業分野における外国人材数 現状（令和４年）828人 → 令和７年 1,800人

事業の概要

令和６年度～令和７年度事業の期間

補助 補助 補助

担い手農地対策課 ３１，１８８千円
【財源：国庫、宮崎再生基金、その他、一般財源】

補助

【ベトナム国立農業大学における宮崎クラス創設】

農業外国人材確保・定着体制構築強化事業改
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②新たな受入れ方式確立事業

監理団体※ 

（県内誘致）

○海外宮崎クラスへの講師派遣・授業拡充
○現地での本県の魅力ＰＲ活動 等

③定着支援事業

農業者向け
研修会の実施

マッチング

県内農業経営体

例）インターン生等の受入れ

④海外教育機関等連携強化事業（拡充）

農作業請負方式技能実習の推進強化

外国人ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ

海外教育機関との連携合意等に基づく人材受入れ

外国人材

①受入れ体制構築事業

相談相談※監理団体：技能実習生を
受入れ、実習先へのサポート
等を行う非営利団体

○公営住宅活用マニュアルの作成
○市町村営住宅の活用モデル実証支援（1/3補助）

⑤住居確保対策加速化事業（追加）

【現地でのＰＲ活動】 【講師派遣による宮崎授業】

公営住宅の目的外使用申請
手続き等のマニュアル作成

県内各地でのモデル実証

農業外国人材確保・定着体制構築強化事業【別紙】 改
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令
和
６
年
度
新
規
・
重
点
事
業
説
明
資
料

（
農
政
水
産
部
）

新
規
・
改
善
・
既
定

事
業
名

み
や
ざ
き
ア
グ
リ
プ
レ
ー
ヤ
ー
確
保
・

課
名

担
い
手
農
地

育
成
事
業

国
庫
・
県
単

対
策
課

１
事
業
の
目
的
・
背
景

農
業
の
担
い
手
の
減
少
が
一
層
進
む
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
中
、
新
た
な
担
い
手
と
な
る
新
規
就

農
者
等
の
確
保
・
育
成
を
図
る
と
と
も
に
、
青
年
・
女
性
農
業
者
の
研
修
会
の
開
催
や
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
づ
く
り
な
ど
の
自
発
的
活
動
を
支
援
す
る
。

２
事
業
の
概
要

（
１
）
予

算
額

９
，
１
０
２
千
円

（
２
）
財

源
国
庫
：
７
０
０
千
円

一
般
財
源
：
８
，
４
０
２
千
円

（
３
）
事
業
期
間

令
和
４
年
度
～
令
和
６
年
度

（
４
）
事
業
主
体

農
業
振
興
公
社
、
宮
崎
県
Ｓ
Ａ
Ｐ
会
議
連
合
、
県
内
各
女
性
団
体
、
県

（
５
）
事
業
内
容

①
新
規
就
農
者
確
保
・
育
成
体
制
整
備
事
業
（
定
額
）

４
，
０
４
５
千
円

新
規
就
農
者
の
積
極
的
な
確
保
や
就
農
に
向
け
た
サ
ポ
ー
ト
体
制
を
整
備

②
青
年
農
業
者
育
成
強
化
事
業
（
定
額
）

２
，
０
０
０
千
円

青
年
農
業
者
の
研
修
会
の
開
催
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
な
ど
の
自
発
的
活
動
を
支
援

③
女
性
の
活
力
で
リ
ー
ド
す
る
農
山
漁
村
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
事
業
（
定
額
）３

，
０
５
７
千
円

各
地
域
の
女
性
農
業
者
の
交
流
促
進
や
、
女
性
の
知
恵
や
工
夫
を
活
か
し
て
経
営
の
多
角

化
や
作
業
環
境
の
改
善
な
ど
に
取
り
組
む
組
織
を
支
援

３
事
業
効
果

《
新
規
就
農
者
数
の
増
加

令
和
２
年

408人
（
う
ち
女
性
87人

）
→

令
和
７
年

5
00人

（
う
ち
女
性
10
0人

）
》

就
農
支
援
体
制
の
整
備
、
青
年
・
女
性
農
業
者
の
経
営
力
向
上
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
強
化
、
働
き

や
す
い
環
境
づ
く
り
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
本
県
農
業
を
支
え
る
多
様
な
担
い
手
を
確
保
す
る
。
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令
和
６
年
度
新
規
・
重
点
事
業
説
明
資
料

（
農
政
水
産
部
）

新
規
・
改
善
・
既
定

事
業
名

農
業
経
営
体
育
成
支
援
事
業

課
名

担
い
手
農
地

国
庫
・
県
単

対
策
課

１
事
業
の
目
的
・
背
景

地
域
計
画
に
位
置
付
け
ら
れ
た
者
等
が
、
各
地
域
で
目
指
す
べ
き
集
約
化
さ
れ
た
将
来
の
農
地

利
用
の
姿
の
実
現
に
向
け
て
、
経
営
改
善
に
取
り
組
む
場
合
、
必
要
と
な
る
農
業
用
機
械
・
施
設

等
の
導
入
を
支
援
す
る
。

２
事
業
の
概
要

（
１
）
予

算
額

１
１
７
，
０
７
８
千
円

（
２
）
財

源
国
庫
：
１
１
７
，
０
３
９
千
円

一
般
財
源
：
３
９
千
円

（
３
）
事
業
期
間

令
和
４
年
度
～
令
和
６
年
度

（
４
）
事
業
主
体

市
町
村
、
県

（
５
）
事
業
内
容

①
融
資
主
体
補
助
型
（
国
３
／
１
０
以
内
）

１
０
２
，
０
０
０
千
円

経
営
改
善
に
取
り
組
む
目
標
地
図
に
位
置
付
け
ら
れ
た
者
等
が
、
融
資
を
受
け
、
農
業
用

機
械
・
施
設
等
を
導
入
す
る
際
、
融
資
残
に
つ
い
て
支
援

②
条
件
不
利
地
域
補
助
型
（
国
１
／
２
以
内
、
１
／
３
以
内
）

１
５
，
０
０
０
千
円

経
営
規
模
が
小
規
模
・
零
細
な
地
域
に
お
い
て
、
意
欲
あ
る
経
営
体
を
育
成
す
る
た
め
、

共
同
利
用
機
械
・
施
設
等
の
導
入
を
支
援

③
県
推
進
事
務
費

７
８
千
円

３
事
業
効
果

《
効
率
的
か
つ
安
定
的
な
経
営
を
目
指
す
経
営
体
の
農
業
所
得

令
和
元
年
度

4
9
4
万
円

→
令
和
７
年
度

6
40
万
円
》

地
域
の
担
い
手
と
な
る
認
定
農
業
者
等
に
農
地
が
集
約
化
さ
れ
、
効
率
的
か
つ
安
定
的
な

農
業
経
営
体
の
育
成
・
確
保
が
図
ら
れ
る
。
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令
和
６
年
度
新
規
・
重
点
事
業
説
明
資
料

（
農
政
水
産
部
）

新
規
・
改
善
・
既
定

事
業
名

み
や
ざ
き
農
業
経
営
者
総
合
サ
ポ
ー
ト

課
名

担
い
手
農
地

事
業

国
庫
・
県
単

対
策
課

１
事
業
の
目
的
・
背
景

農
業
法
人
等
の
担
い
手
育
成
に
向
け
、
各
機
関
・
団
体
へ
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置
や
専
門

家
派
遣
等
に
よ
る
経
営
改
善
に
向
け
た
相
談
体
制
を
整
備
し
、
法
人
化
を
は
じ
め
、
経
営
診
断
、

雇
用
確
保
、
労
務
管
理
等
の
様
々
な
農
業
経
営
の
課
題
解
決
を
図
る
。

２
事
業
の
概
要

（
１
）
予

算
額

５
１
，
８
２
７
千
円

（
２
）
財

源
国
庫
：
４
４
，
６
４
６
千
円

一
般
財
源
：
７
，
１
８
１
千
円

（
３
）
事
業
期
間

令
和
４
年
度
～
令
和
６
年
度

（
４
）
事
業
主
体

農
業
者
、
県

（
５
）
事
業
内
容

①
農
業
経
営
法
人
化
支
援
事
業
（
国
定
額
）

７
５
０
千
円

ア
経
営
相
談
等
を
行
い
雇
用
環
境
の
改
善
に
取
り
組
む
農
業
者
の
法
人
化
を
支
援

②
農
業
経
営
者
サ
ポ
ー
ト
事
業

５
１
，
０
７
７
千
円

ア
就
農
や
農
業
経
営
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
農
業
経
営
・
就
農
支
援
セ
ン
タ
ー
の
体
制
整
備

イ
各
種
専
門
家
派
遣
に
よ
る
経
営
改
善
に
向
け
た
課
題
解
決
の
支
援

ウ
各
機
関
・
団
体
へ
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

３
事
業
効
果

《
農
業
法
人
数

令
和
２
年
度

874法
人

→
令
和
７
年
度

950法
人
》

農
業
経
営
に
関
す
る
様
々
な
課
題
に
対
し
て
、
各
機
関
・
団
体
が
連
携
し
た
相
談
対
応
等
に

よ
り
支
援
体
制
の
強
化
が
図
ら
れ
る
。
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令
和
６
年
度
新
規
・
重
点
事
業
説
明
資
料

（
農

政
水

産
部

）

新
規

・
改

善
・
既

定
担

い
手
農
地

事
業

名
集

落
営

農
活
性

化
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

促
進
事

課
名

対
策

課

業
国
庫

・
県
単

１
事
業

の
目
的

・
背
景

集
落
営

農
組

織
が
、

構
成

員
の
高

齢
化

や
減
少

等
の
経

営
課

題
を
乗

り
越

え
、
経

営
体

と
し
て

持
続
的

に
発
展

で
き
る

よ
う

、
集
落

営
農

の
活
性

化
に
向

け
た

ビ
ジ
ョ

ン
づ

く
り

及
び
ビ

ジ
ョ
ン

に
基
づ
く

具
体

的
な
取

組
の

実
行

を
支
援

す
る
と

と
も
に

、
関

係
機
関

・
団

体
に
よ

る
サ

ポ
ー
ト

体
制

を
構

築
す

る
。

２
事
業

の
概
要

（
１

）
予

算
額

８
，
１

１
５

千
円

（
２

）
財

源
国

庫
：

８
，
１

１
５

千
円

（
３

）
事
業

期
間

令
和

４
年
度

～
令
和

６
年
度

（
４

）
事
業

主
体

集
落
営

農
組
織

、
市

町
村

、
県

（
５

）
事
業

内
容

①
集
落

営
農

活
性
化

助
成

事
業

６
，

８
３
１

千
円

ア
集

落
営

農
の
活

性
化

に
向
け

た
ビ

ジ
ョ
ン

づ
く
り

（
定

額
）

イ
ビ

ジ
ョ

ン
に

基
づ

く
取

組
の

実
行

支
援

(
人

材
の

確
保

、
組

織
体

制
の

強
化

(
法

人
化

)
、

効
率

的
な

生
産
体

制
の

確
立

等
）

（
定
額

、
１
／

２
以

内
）

②
集
落

営
農

活
性
化

サ
ポ

ー
ト

事
業

（
定
額

）
１
，

０
５
０

千
円

集
落

営
農

の
取
組

を
地

域
の
関

係
機

関
・
団

体
が
集

中
的

に
サ
ポ

ー
ト

す
る
た

め
の

体
制

構
築

を
支
援

③
県
推

進
事

務
費

２
３
４

千
円

３
事
業
効

果

集
落
営

農
組

織
を
多

様
な

担
い
手

の
１

つ
と
し

て
明
確

化
し

、
活
性

化
す

る
こ
と

で
、

集
落
営

農
組
織

を
含
む

担
い
手

の
経

営
発
展

及
び

地
域
農

業
の
維

持
が

図
ら
れ

る
。
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農地利用の将来像を描く「地域計画」の策定と荒廃農地の低コスト利用モデル構築を推進し、担い手への
農地の集積・集約化及び荒廃農地の発生防止・解消を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 地域計画策定推進緊急対策事業（補助率定額）
・地域計画策定に向けた取組を支援
・地域計画の普及・推進に係る取組の実施
・営農条件改善に向けた実証（ほ場均平化、品目に合う土作り等）
を支援

② 最適土地利用対策モデル構築支援事業（補助率定額、55／100以内）
・土地利用構想策定に向けた取組を支援
・荒廃農地等の低コスト利用モデル構築に向けた取組を支援

⑵ 事業の仕組み

①県 市町村（農業委員会)、営農推進組織

②県 市町村

⑶ 成果指標
　　地域計画等策定農地面積 現状（令和４年度）0ha → 令和６年度 64,148ha

事業の概要

令和５年度～令和６年度事業の期間

担い手農地対策課 ５１，２２８千円
【財源：国庫、一般財源】

補助

補助

地域計画策定・実行までの流れ

人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業
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①地域計画策定推進緊急対策事業

地域計画の普及・推進に係る取組

地域計画の策定に向けた取組

営農条件改善に向けた実証

A B C D

C A E C

A C B D

B D A C

A A A B

A A A B

D D A B

D D C C

現況 目標地図
（10年後）

話合い活動

土地利用構想の作成

計画的植林
（鳥獣緩衝帯）

話合い活動

放牧

②最適土地利用対策モデル構築支援事業

土地利用構想の策定に向け
た取組

荒廃農地等の
低コスト利用モデル構築

目標地図の作成

普及・推進に向けた講師派遣等

レーザーレベラーによるほ場均平化 土作り

A～D：担い手

人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業【別紙】
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農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化を加速するとともに、農地利用の最適化に向けた
農業委員等の積極的な活動を支援することで、本県農業の構造改革と生産コストの削減を推進する。

事業の目的

担い手農地対策課 ５３４，０７７千円
【財源：国庫、一般財源】

⑴ 事業内容
① 農地中間管理機構事業（補助率定額）

担い手への農地集積・集約化を促進するため、農地中間管理機構の運営及びその活動を支援

② 機構集積協力金（補助率定額）
農地を貸し付ける地域又は農業者、規模拡大を計画する経営体に農地を拠出

する地権者等に対して協力金を交付

③ 機構集積支援事業（補助率定額）
農地法等に基づく事務の適正実施及び農地の有効利用に関する経費等を支援

④ 県推進事業

⑤ 会計年度任用職員経費

⑵ 事業の仕組み

①県 農地中間管理機構 ②県 市町村等 ③県 農業委員会、県農業会議等 ④⑤県

⑶ 成果指標
大規模経営体数（露地野菜 50ha以上） 現状（令和３年度）13経営体 → 令和7年度 25経営体

事業の概要

令和５年度～令和６年度事業の期間

補助 補助 補助

農地中間管理機構等支援事業
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